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染谷　森雄

①沿革

平成8年6月1日　町制施行

②地勢・風土等
　首都圏50km，関東平野のほぼ中央，茨城県の西南端に
位置し，四方を河川に囲まれており，主産業は米作中心の
農業であるが，道の駅「ごか」の利用促進と，地理的条件を
活かした都市近郊型農業への転換を図っている。昭和30年
代の工業誘致により，産業構造が一変し，就労機会の確保
と財政への寄与率が非常に高い。第5次総合計画では，協
働のまちづくりなどを基本姿勢に掲げ，「人がきらめき だれ
もが 安心・安全に 暮らせるまち 五霞」の実現をめざしてい
る。
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大久保　帝二

＜概要＞

期目

平成31年4月30日

近郊整備

101

＜町長＞－<副町長>
総　 務 　課
政策財務課
町民税務課
健康福祉課
上下水道課
産　 業 　課
都市建設課
生活安全課

＜会計管理者＞
会　 計 　室

＜教育長＞
教育委員会事務局

＜議会＞
議会事務局

＜行政委員会＞
農業委員会
選挙管理委員会
監査委員
固定資産評価審査委員会

一般行政職の
平均給料月額

②産業構造

総生産額（平成２５年度）
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④機構図（平成２８年４月１日現在）
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五霞町（ごかまち）

法適用（上水）
法非適用（公共下水
特定環境下水　農業集
落排水）

町章 〒 306-0392 地域指定 一部事務組合加入事業
退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災害
市町村会館管理　滞納処分等 　し
尿　斎場　ごみ　コミュニティセンター
運動場　消防　養護老人ホーム
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△ 20

③主要指標（平成２６年度）

実質公債費比率

34.1将来負担比率

財政力指数（平成２７年度）

△ 27

人件費

45.61,723

0.0

△ 0.8

△ 1.5

554

- ％

義務的経費

その他の経費

6.0

[0.699]

13

(15.00 )

87.6

3,013

・普通会計に関する主な指標

％

[37.5]( 350.0 )

( 25.0 )％

(20.00 )

－

0.810

△ 83.5

[8.0]

％

－

連結実質赤字比率

・健全化判断基準

％

うち補助

－

△ 66

－

8

13.9

②今後の主要課題・特色ある行政等
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＜主要施策等＞

△ 8.5

4.3

11.5

33 6.6

△ 30

△ 58

－

△ 26.2

－

△ 40

圏央道五霞インターチェンジ周辺地区
及び新4号国道から町道8号線への主
要アクセスとするため，町道5号線の
改良工事を行う。

町の公共交通システム構築のため，
新規バス実証実験の結果を検証し，
本格運行への検討を行う。

タブレットパソコンや電子黒板を活用
した授業を行い，ICT教育の推進を図
る。

地域づくりを担う人材育成を図るた
め，話し合いの雰囲気づくり講座やサ
ロンを開催する。

学校情報化推進
事業

H27
～

H31

圏央道IC周辺地
域整備事業

3.8

50.1

普通建設事業費

-実質赤字比率

うち繰出金

1,889

14.7

<主要課題>
・定住人口確保の推進
・少子高齢化社会への対応
・地域コミュニティの推進
・財政健全化の推進
・行財政改革の推進

<特色ある行政>
・定住化促進
・圏央道IC周辺開発の推進
・公共交通確保
・子育て支援の充実
・ICT教育の推進

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値


